
 

 

広島県中部エリアにおける日本郵便(株)施設の小規模修繕工事等受注者の募集 

 
２０２５年６月１８日 

 

日本郵便(株)           

不動産部担当執行役員 黒木 信浩 

 

広島県中部エリアにおける小規模修繕工事等を実施する受注者（以下「事前指名者」という。）

を募集する。 

 

１ 概要 

(1) 概要 

広島県中部エリアにおける日本郵便(株)施設の小規模修繕工事等を依頼する受注者を提出さ

れた技術資料の審査により事前指名者として選定するもの。 

(2) 対象施設 

別紙１の「対象となる施設の市町村名」に所在する施設 

詳細は別紙２および別紙３による。 

(3) 対象工事 

小規模修繕工事（請負契約の金額が、２００万円（税抜き）以下の建築一式工事、電気工事

及び管工事）等。ただし、仮設建物及び別に定める専門工事等除くものがある。 

なお、見積書を提出した場合であっても、日本郵便(株)の判断によっては、他の者に見積を

依頼し、契約することがある。ただし、緊急工事（【別紙４－１】のとおり）を除く。 

(4) 指名期間 

２０２５年１０月１日から２０２７年９月３０日までの２年間 

(5) 指名条件 

別紙４のとおり 

(6) 重複応募 

別に募集する他のエリアへの応募も可能とするが、技術資料等で求める配置技術者は、１１

(表－１)の有資格技術者を４名以上有し、かつ当該エリアに主担当技術者１名（（表－１）の

資格を有する者で、他のエリアとの重複不可とする）、副担当技術者 1 名（資格の有無は問わ

ず、隣接する他のエリアと重複可とする）をそれぞれ選定できること。 

また、別に公告の「郵便局の警備会社待機所模様替工事を実施する受注者」との重複応募は

できない。 

 

２ 応募資格要件 

(1) 次のアからカに該当しない者であること。 

ア 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。ただし、制限行為能力者

であって、契約締結のために必要な同意を得ているものを除く。 

イ 以下の各号に該当し、日本郵便(株)が取引先として不適当と認めた者。これを代理人、支

配人その他の使用人として使用する者についても同様とする。 

(ｱ) 不正又は不誠実な行為をした者 



(ｲ) 不法行為をした者 

(ｳ) 契約の履行にあたり、契約義務違反のあった者 

(ｴ) 安全管理の措置が不適切であると認められる者 

(ｵ) 契約相手方として不適切であると認められる者 

(ｶ) その他、日本郵便(株)に損害を与えた者 

(ｷ) ２０１５年１０月１日以降に事前指名を取り消された者。 

ウ 現に別に募集している「郵便局の警備会社待機所模様替工事を実施する受注者」である者 

エ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づき破産手続開始の申立てをし、若しくはされた者、

会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）若しくは金融機関等の更生手続の特例等に関する法

律（平成 8 年法律第 95 号）に基づき更生手続開始の申立てをし、若しくはされた者又は民

事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てをし、若しくはされた

者。ただし、更生手続又は再生手続の終結の決定がされた者を除く。 

オ 自己若しくは自己の役員等（役員、実質的に経営権を有する者、代理人、使用人その他の

従業者をいう。）又は自己の委託先（委託が数次にわたるときはその全てを含む。）若しく

はその役員等が次の各号のいずれかに該当する者。 

(ｱ) 暴力団、暴力団員等、暴力団員でなくなったときから５年を経過しない者、暴力団準構

成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等、その他

これらに準ずる者（以下「暴力団等」という。）であること。 

(ｲ) 暴力団等が経営を支配していると認められる関係を有すること。 

(ｳ) 暴力団等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 

(ｴ) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

ってするなど、不当に暴力団等を利用していると認められる関係を有すること。 

(ｵ) 暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認めら

れる関係を有すること。 

(ｶ) 暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有すること。 

カ 技術資料等の審査基準日に、広島県、鳥取県、島根県、岡山県、山口県内のいずれかにお

いて、日本郵政グループ各社により競争参加（指名）停止を、国土交通省中国地方整備局又

は広島県から指名停止（日本郵政グループ各社以外の指名停止の場合は、措置要件が虚偽記

載、過失による粗雑工事、契約違反又は安全管理の不適切により生じた事故である場合を除

く。）を受けている者。 

(2) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２９に定める建設工事に係る総合評定値

の通知を受けている単体企業の者で下表の要件を満たしていること。 

なお、総合評定値の審査基準日は、技術資料等受付締切日の１年７か月前までのものとし、

かつ最新のものであること。 

総合評定値通知書の写しは直近２期分について提出すること。（または、直近の総合評定値

通知書の写しと直近の決算書２期分） 

 

総合評定値の

工事種別 
建築一式 総合評定値 求めない 

事業所の所在地に関する

要件 

広島県、鳥取県、島根県、岡山県、山口県内のいずれかに建設業

法上の本店・支店又は営業所を有すること。 

配置技術者に関する要件  

（表－１）の有資格技術者を４名以上有し、かつ当該エリアに主担当技術者１名（（表－１）の



資格を有する者で、他のエリアとの重複不可とする）、副担当技術者 1 名（資格の有無は問わ

ず、隣接する他のエリアと重複可とする）をそれぞれ選定できること。 

その他  

工事の受付時間及び工事内容が緊急駆付けを要するものである場合の到着時間について、次の

とおり対応できること。 

【工事の受付時間】 

通年 24 時間（土曜日、日曜日及び祝日を含む）。 

ただし、緊急駆付けを要する工事の場合、8 時から 18 時に受付けたものは緊急駆付けの対象

とするが、それ以外の時間帯で受け付けたものは、可能な範囲で早期に対応するものとする。 

 

【緊急駆付けを要する工事の到着時間】 

対象施設におおむね 3 時間以内に到着し対応できること。 

島しょ部エリアは可能な範囲で早期に到着し対応できること。 

 

３ 技術資料等提出等担当部署 

区 分 担当部署 電話番号等 住  所 

技術資料等 

提出 

日本郵政建築(株) 

中四国支社業務部 

営繕担当 

TEL 

050-3823-8001 

E-mail 

takayuki.ono.

mb@jp-ae.jp 

〒７３０－８７９７ 

広島県広島市中区東白島町１９－

８ 日本郵政グループ 広島ビル

５階 

技術資料等 

審査 

日本郵政建築(株) 

中四国支社建築部 

建築担当 

TEL 

050-3823-7996 

E-mail 

jun.morimoto.

wt@jp-ae.jp 

 

４ 技術資料等の手続き 

手続等 期間・期日・期限（注１） 掲載先・提出先・方法 

技術資料作成に

係る資料の交付 

２０２５年６月１８日（水）から 

２０２５年７月１５日（火）まで 

日本郵政グループホームページ（建設

工事関係）よりダウンロード（注２） 

技術資料等 

提出先及び期日 

２０２５年７月１５日（火）まで 

（注３） 

〒７３０－８７９７ 

広島県広島市中区東白島町１９－８ 

日本郵政グループ 広島ビル５階 

日本郵政建築(株)中四国支社（業務部

 営繕担当あて（持参又は郵送（締切

日までに必着）により提出すること。 

審査結果通知日 ２０２５年８月２９日（金）まで 応募者へ書面により通知 

（注１）持参した場合の上記受付は、土曜日、日曜日及び祝日を除く午前１０時から午後

５時（正午から午後１時の間を除く。）とする。 

（注２）日本郵政グループホームページ  （アドレス）http://www.japanpost.jp/ 

mailto:mb@jp-ae.jp
mailto:wt@jp-ae.jp
http://www.japanpost.jp/


日本郵政グループホームページ→調達情報・公告→調達情報→一般調達情報 

→建設工事・設備運行・設備保守関係→入札公告 

エリア 中国エリア 

会社  日本郵便株式会社 

種別  建設工事関係（入札公告等） 

（注３）締切日前日の消印有効 

 

５ 技術資料の提出等 

(1) 技術資料等の提出方法 

技術資料等は、上記４に示す期限までに、上記４に示す場所に持参又は郵送（一般書留郵便

物に限る。）により提出すること。電送（ファクシミリ等）によるものは受け付けない。 

なお、技術資料等を郵送で提出する場合は、一般書留郵便物を差出した際に受領する「書留

・特定記録郵便物等受領証（お客様控え）」の写しを、技術資料等受付締切日の前日までに、

上記３に示す技術資料等提出先に電子メールにより送信票（様式別記）を添えて送信すること。 

(2) その他 

下記８(3)の通知に必要な返信用封筒として、提出者の住所及び商号又は名称を記載し、速達

とする一般書留郵便料金額相当の郵便切手（８９０円）を貼付した長形３号封筒を同封するこ

と。 

 

６ 技術資料の審査 

(1) 提出された技術資料に基づき、１１ 表に記載の（表－２）及び（表－３）に示す内容につ

いて審査する。 

(2) １１ 表に記載の（表－２）に掲げる応募資格要件を満たさない場合は不適格とし、（表－

３）の審査は行わない。 

 

７ 事前指名者の決定方法 

(1) （表－３）の審査において、別に定める基準ポイント数の制限の範囲内を満たす者の中から

評価付けを行い、その評価結果を基に総合判断を実施し、最も評価の高い者を第一順位者とし

て指名する。 

なお、順位付けは、第三順位者まで行う。 

(2) 上記(1)において、（表－３）の審査が同評価となった場合は、日本郵政建築㈱中四国支社

（以下、「ＪＰＡＥ支社」という。）において別途くじで順位者を決定する。 

 なお、くじを引く者が出席できないとき又はくじを引けないときは、審査に関係のない社員

にくじを引かせる。 

(3) 指名者が指名を取り消された場合は、次順位者を指名し次回の公募までを指名期間とする。 

 

８ 審査結果及び指名通知等 

 (1) 技術資料等の審査基準日は、２０２５年７月１５日（火）とする。 

(2) 上記６及び７により選定された者を指名する（以下「指名者」という。）。 

(3) 指名者に対しては指名通知を、指名しない者（以下「非指名者」という。）に対しては、指

名しない旨及び指名しない理由（以下「非指名理由」という。）を書面により通知する。 

(4) 上記(3)の通知は、ＪＰＡＥ支社が行う。 

 



９ 失格の条件 

以下の場合は失格とする。 

(1) 技術資料の提出方法、提出先及び提出期限が、指定した方法によらないもの。 

(2) 技術資料の作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの。 

(3) 技術資料に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

(4) 技術資料に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

(5) 虚偽の内容が記載されているもの。 

 

１０ その他 

(1) 指名者は、会社の住所及び連絡先（緊急連絡先を含む）を２０２５年９月５日（金）までに、

ＪＰＡＥ支社に書面で報告すること。 

(2) 指名者は、電気設備、空気調和設備及び衛生設備工事の協力会社を一覧に取りまとめ、 

連絡体制（緊急時の体制も含む。）を２０２５年９月１０日（水）までに、ＪＰＡＥ支社に書

面で提出すること。 

(3) 指名者は、ＪＰＡＥ支社が実施する説明会に出席すること。 

(4) 日本郵便(株)が委託をした日本郵政コーポレートサービス㈱ＢＰＯセンター（以下、「ＢＰ

Ｏセンター」という。）との打合せを２０２５年９月下旬までに行うこと。 

(5) 書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時及び計量法 

（平成４年法律第５１号）に定める単位に限る。 

(6) 技術資料の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。 

(7) 提出期限以降の技術資料の差し替え及び再提出は認めない。 

(8) 技術資料に虚偽の記載をした場合には、取引制限措置を行うことがある。 

(9) 技術資料に虚偽の記載をし、その審査結果に基づき指名された場合は、これを取り消す。 

(10) 提出された技術資料は返却しない。 

(11) 技術資料提出者に関する問い合わせには一切応じない。 

(12) 工事契約は、原則としてＢＰＯセンターが行う。 

(13) 本件手続に関する問い合わせ先は、上記４に示す技術資料等提出先のとおり。 



１１ 表 

（表－１）  配置技術者等に求める資格 

工事種類 建築工事 

資格の種類 １・２級建築施工管理技士、一・二級建築士、監理技術者資格者証（裏面に監

理技術者講習修了履歴の記載があるもの） 

（表－２） 応募資格要件 

要件 内 容 

競争参加資格の 

有無 
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２９に定める建築一式に係

る総合評定値の通知を受けた者で、総合評定値が技術資料の提出期限日の１年７

か月前までの日を審査基準日とするものであること。 

競争参加（指名） 

停止の有無 技術資料等の審査基準日に、広島県、鳥取県、島根県、岡山県、山口県内の

いずれかにおいて日本郵政グループ各社により競争参加（指名）停止を、国土交

通省中国地方整備局又は広島県から指名停止を受けていないこと。 

技術者数と担当 

技術者の資格、 

免許等 

（表－１）の有資格技術者を４名以上有し、かつ当該エリアに主担当技術者１

名（（表－１）の資格を有する者で、他のエリアとの重複不可とする）、副担

当技術者 1 名（資格の有無は問わず、隣接する他のエリアと重複可とする）を

それぞれ選定できること。 

ただし、担当技術者の資格を証明できる資料等の提出は、事前指名通知後、第

一順位者に対してのみ求める。 

（表－３） 労務単価と諸経費率及び標準工事価格での審査項目（技術資料） 

項目 内 容 審査方法 

労務単価と諸経費

率 

工種別の労務単価を、工種別に定めた係数等を乗じたポイン

ト数合計（ポイント数合計には、ポイント数の小計に諸経費率

（％）及び係数を乗じて算出した諸経費ポイント数を含む。） 

ポイント数

が最小の者

から順位付

けする。 標準工事価格 工事項目別の標準工事の総額金額（直接工事費及び諸経費等

を含めた一式の総額）のポイント数合計 

 

 

 



別記 

 

西暦    年  月  日 

送信票 

E-mail:takayuki.ono.mb@jp-ae.jp 

 

■ 送信先   日本郵政建築(株) 中四国支社 

業務部営繕担当 御中 

 

■ 送信枚数  本票＋１枚 

 

■ 送信内容  下記のとおり送信します。 

 

① 件 名 

         広島県中部エリアにおける日本郵便(株)施設の小規模修繕工事等請負者 

の募集 

 

② 郵送年月日 

            西暦    年  月  日 

 

③ 書留・特定記録郵便物受領証（お客様控え）の写し 

            別添のとおり 

 

■ 送信元   郵便番号 

 

住  所 

 

商号又は名称 

 

代表者名 

 

担当者名 

         

            連絡先：電話番号 

               ：E-mail アドレス 

 

 

mailto:takayuki.ono.mb@jp-ae.jp


別紙１ 

修繕工事等対象施設 

 

（２０２５年６月１日現在） 

対象となる施設の市町村名 備考 

広島市（安佐北区、安芸区、東区）、呉市、竹原市、東広島

市、安芸高田市、江田島市、府中町、海田町、大崎上島町、熊

野町、坂町 

日本郵政コーポレートサービス㈱Ｂ

ＰＯセンターで主に契約する施設名

称及び詳細な住所は、別紙２（注

１）及び別紙３（注２）による。 

（注） 

１ 別紙２に記載がなくても、修繕工事対象施設には郵便事業の用に供する分室、団地配達作業

所、集配センター等を含む。 

２ 詳細な施設規模及び連絡先等については、事前指名者決定後、事前指名者に提示する。 

 

 

エリアごとの見積件数及び発注件数 

１ 見積件数 ２４６ 件 

２ 発注件数 １５０ 件 

 

※ 上記の見積・発注件数は２０２４年４月から２０２５年３月末まで１年間の実績件数。 

件数は見込みであり、増減することがある。 

 

 



NO 施設名称 住所

1 竹原郵便局 広島県竹原市中央３丁目１－２
2 可部郵便局 広島県広島市安佐北区可部４丁目１－４
3 安芸西条郵便局 広島県東広島市西条栄町１０－３８
4 広郵便局 広島県呉市広本町１丁目６－１
5 海田郵便局 広島県安芸郡海田町曙町１０－３４
6 呉郵便局 広島県呉市西中央２丁目１－１
7 高陽郵便局 広島県広島市安佐北区亀崎１丁目１－３３
8 安芸府中郵便局 広島県安芸郡府中町浜田本町１－４４
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1 忠海郵便局 広島県竹原市忠海中町２丁目２４－２
2 能美郵便局 広島県江田島市能美町中町１４７４－２
3 吉田郵便局 広島県安芸高田市吉田町吉田６４９－４
4 志和堀郵便局 広島県東広島市志和町志和堀３５０６－２
5 安浦郵便局 広島県呉市安浦町中央２丁目１－１
6 田万里郵便局 広島県竹原市田万里町１９４９－３
7 広島愛宕町郵便局 広島県広島市東区愛宕町５－６
8 音戸郵便局 広島県呉市音戸町南隠渡１丁目８－２０
9 御手洗郵便局 広島県呉市豊町御手洗２０９

10 安芸津郵便局 広島県東広島市安芸津町三津４３８６
11 瀬野川郵便局 広島県広島市安芸区瀬野１－２２－２８
12 豊栄郵便局 広島県東広島市豊栄町乃美３２５３－４
13 甲田郵便局 広島県安芸高田市甲田町高田原１４５２－２
14 倉橋郵便局 広島県呉市倉橋町２３６４
15 河内郵便局 広島県東広島市河内町中河内７９４－２
16 木江郵便局 広島県豊田郡大崎上島町木江４９７０－１
17 八千代郵便局 広島県安芸高田市八千代町上根１０６２－３
18 井原郵便局 広島県広島市安佐北区白木町井原４４０２
19 日浦郵便局 広島県広島市安佐北区あさひが丘３－１７－１８
20 鈴張郵便局 広島県広島市安佐北区安佐町鈴張２０２５－５
21 下黒瀬郵便局 広島県東広島市黒瀬町兼沢１１０２
22 大柿郵便局 広島県江田島市大柿町大原１０８７－１０
23 江田島郵便局 広島県江田島市江田島町中央４－１６－２
24 白市郵便局 広島県東広島市高屋町白市１０６１－２
25 板城郵便局 広島県東広島市黒瀬町小多田３２５
26 吉田入江郵便局 広島県安芸高田市吉田町上入江７０－２
27 下蒲刈郵便局 広島県呉市下蒲刈町下島２１２０－６
28 熊野郵便局 広島県安芸郡熊野町出来庭４－１－３４
29 狩留家郵便局 広島県広島市安佐北区狩留家町３５４４－４
30 生桑郵便局 広島県安芸高田市美土里町生田１８３６－６
31 呉仁方郵便局 広島県呉市仁方本町１丁目８－４
32 横田郵便局 広島県安芸高田市美土里町横田２１２６－３
33 高宮郵便局 広島県安芸高田市高宮町佐々部１０８２－１５
34 呉阿賀中央郵便局 広島県呉市阿賀中央８丁目４－５
35 造賀郵便局 広島県東広島市高屋町造賀３５８５－１
36 広島福田郵便局 広島県広島市東区福田１丁目４２４５－２
37 矢野郵便局 広島県広島市安芸区矢野西５丁目１－３
38 呉三条一郵便局 広島県呉市三条１丁目８－２９
39 川尻郵便局 広島県呉市川尻町東１丁目１－１
40 向原郵便局 広島県安芸高田市向原町坂４５０
41 坂郵便局 広島県安芸郡坂町横浜中央１－６－４５
42 室尾郵便局 広島県呉市倉橋町１１８９７－９
43 木江明石郵便局 広島県豊田郡大崎上島町明石２４０８－１
44 呉長浜郵便局 広島県呉市広長浜１丁目１－３
45 呉中通郵便局 広島県呉市中通１丁目４－１３
46 呉警固屋郵便局 広島県呉市警固屋４丁目６－８
47 広島中野郵便局 広島県広島市安芸区中野２丁目１－６
48 呉吉浦郵便局 広島県呉市吉浦中町１丁目３－４
49 荘野郵便局 広島県竹原市新庄町１３３３－１
50 安浦三津口郵便局 広島県呉市安浦町三津口２－１０－３
51 えのみや郵便局 広島県安芸郡府中町本町３丁目８－２５
52 大浜郵便局 広島県呉市豊浜町大浜１１１５－１
53 八本松郵便局 広島県東広島市八本松南５丁目５－１４
54 鮴崎郵便局 広島県豊田郡大崎上島町東野５４８３－２５
55 広島上瀬野郵便局 広島県広島市安芸区上瀬野２丁目１６－７
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56 呉本通四郵便局 広島県呉市本通４－１－１２
57 口田郵便局 広島県広島市安佐北区口田１丁目８－３
58 高南郵便局 広島県広島市安佐北区白木町小越８７－５
59 原郵便局 広島県東広島市八本松町原６８５８－５
60 呉三条郵便局 広島県呉市三条３丁目４－１０
61 大崎郵便局 広島県豊田郡大崎上島町中野４６１０－１
62 福富郵便局 広島県東広島市福富町久芳金口１５３９－２６
63 吉名郵便局 広島県竹原市吉名町西条４９２７－４
64 白水郵便局 広島県豊田郡大崎上島町東野２４２９－１
65 呉中央六郵便局 広島県呉市中央６丁目３－７
66 久友郵便局 広島県呉市豊町久比２３０５－１
67 蒲刈郵便局 広島県呉市蒲刈町宮盛９９９－１
68 川源郵便局 広島県東広島市豊栄町清武３５０－２
69 呉天応郵便局 広島県呉市天応南町５－２６
70 河戸郵便局 広島県東広島市河内町河戸１０９－３
71 西志和郵便局 広島県東広島市志和町別府２７７
72 黒瀬郵便局 広島県東広島市黒瀬町菅田３７４－１
73 先奥郵便局 広島県呉市音戸町先奥２－７－３
74 入野郵便局 広島県東広島市河内町入野４９７３－８
75 大君郵便局 広島県江田島市大柿町大君９８－１０
76 小谷郵便局 広島県東広島市高屋町小谷１８８４－５
77 竹原東野郵便局 広島県竹原市東野町１１２－１
78 安芸津風早郵便局 広島県東広島市安芸津町風早１１７８－３
79 小田郵便局 広島県安芸高田市甲田町下小原３８７－８
80 沖郵便局 広島県江田島市沖美町畑２５６－２
81 飛渡瀬郵便局 広島県江田島市大柿町飛渡瀬３３９－７
82 呉焼山郵便局 広島県呉市焼山中央２丁目１－８
83 切串郵便局 広島県江田島市江田島町切串２丁目１８－２８
84 三永郵便局 広島県東広島市西条町下三永７０３－３
85 田原郵便局 広島県呉市音戸町田原２丁目４７－５
86 来原郵便局 広島県安芸高田市高宮町原田１６３６－４
87 三高郵便局 広島県江田島市沖美町三吉４３５－２
88 川根郵便局 広島県安芸高田市高宮町川根２２６８－１
89 呉本通七郵便局 広島県呉市本通７丁目１４－６
90 高屋郵便局 広島県東広島市高屋高美が丘４丁目３５－１
91 大長郵便局 広島県呉市豊町大長５９１５－３６
92 志屋郵便局 広島県広島市安佐北区白木町志路５５１１－２
93 竹仁郵便局 広島県東広島市福富町下竹仁４９９－９
94 木江沖浦郵便局 広島県豊田郡大崎上島町沖浦１０１０－３
95 豊島郵便局 広島県呉市豊浜町豊島３９５５－１
96 広島阿戸郵便局 広島県広島市安芸区阿戸町６２０８
97 乃美尾郵便局 広島県東広島市黒瀬町乃美尾２４－３
98 鹿川郵便局 広島県江田島市能美町鹿川３２３９－９
99 郷田郵便局 広島県東広島市西条町郷曽２８６－１

100 広島牛田郵便局 広島県広島市東区牛田本町３丁目７－２１
101 呉東中央二郵便局 広島県呉市東中央２丁目１－１６
102 大乗郵便局 広島県竹原市高崎町７５－８
103 三入郵便局 広島県広島市安佐北区三入６丁目１１－１７
104 可愛郵便局 広島県安芸高田市吉田町川本１１９３－１
105 広島曙郵便局 広島県広島市東区曙５丁目３－２７
106 安芸津木谷郵便局 広島県東広島市安芸津町木谷４１６
107 広島船越郵便局 広島県広島市安芸区船越５丁目１３－２０
108 美土里本郷郵便局 広島県安芸高田市美土里町本郷１７６４－４
109 小河内郵便局 広島県広島市安佐北区安佐町小河内３４１７－４
110 刈田郵便局 広島県安芸高田市八千代町勝田１３２４－４
111 呉海岸郵便局 広島県呉市海岸３丁目１２－２
112 丹比郵便局 広島県安芸高田市吉田町多治比１３８９－２
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113 北郵便局 広島県安芸高田市美土里町北８８３－３
114 呉宮原三郵便局 広島県呉市宮原３－５－１１
115 呉吾妻郵便局 広島県呉市吾妻２丁目６－２１
116 釣士田郵便局 広島県呉市倉橋町７３８１－１
117 御薗宇郵便局 広島県東広島市西条町御薗宇６４２７－１
118 向郵便局 広島県呉市蒲刈町向２９０１－１
119 呉伏原郵便局 広島県呉市伏原２丁目５－９
120 柿浦郵便局 広島県江田島市大柿町柿浦１９６１
121 飯室郵便局 広島県広島市安佐北区安佐町飯室１４６４－２
122 鹿島郵便局 広島県呉市倉橋町１８４８７
123 戸野郵便局 広島県東広島市河内町戸野７１９－１
124 安登郵便局 広島県呉市安浦町安登西５－９－１１
125 呉阿賀南四郵便局 広島県呉市阿賀南４丁目２－２３
126 呉宮原十一郵便局 広島県呉市宮原１１丁目３－１３
127 呉阿賀北郵便局 広島県呉市阿賀北７－３－１８
128 秋月郵便局 広島県江田島市江田島町秋月２丁目４５－３
129 広島久地郵便局 広島県広島市安佐北区安佐町久地１０４９－１
130 安芸三田郵便局 広島県広島市安佐北区白木町三田７２３７－１
131 呉山手郵便局 広島県呉市山手１丁目１２－１８
132 呉横路郵便局 広島県呉市広横路４丁目１－１５
133 呉広本町郵便局 広島県呉市広本町３丁目１８－１８
134 小屋浦郵便局 広島県安芸郡坂町小屋浦２丁目２９－１８
135 呉三坂地郵便局 広島県呉市広中迫町１７－１４
136 呉警固屋七郵便局 広島県呉市警固屋７丁目２－２１
137 東海田郵便局 広島県安芸郡海田町成本１４－５
138 大浦郵便局 広島県呉市蒲刈町大浦８１１－２
139 鹿籠郵便局 広島県安芸郡府中町桃山１丁目３－１２
140 呉阿賀南八郵便局 広島県呉市阿賀南８丁目４－９
141 呉郷原郵便局 広島県呉市郷原町１５８３－２
142 広島戸坂中町郵便局 広島県広島市東区戸坂中町６－１６
143 竹原本川郵便局 広島県竹原市中央１丁目１０－１２
144 広島中山郵便局 広島県広島市東区中山東１丁目３－２１
145 安宿郵便局 広島県東広島市豊栄町安宿３８６３－４
146 広島亀山郵便局 広島県広島市安佐北区亀山４丁目４－４２
147 東志和郵便局 広島県東広島市志和町志和東１２０１－６
148 広島温品郵便局 広島県広島市東区温品７丁目１３－４
149 東広島寺西郵便局 広島県東広島市西条町寺家６６３８－１
150 茂陰郵便局 広島県安芸郡府中町茂陰１丁目６－２８
151 深江郵便局 広島県江田島市大柿町深江１０８２－２
152 海田大正町郵便局 広島県安芸郡海田町南大正町４－２８
153 広島牛田早稲田郵便局 広島県広島市東区牛田早稲田１丁目１５－７
154 呉和庄一郵便局 広島県呉市和庄１丁目２－５
155 呉両谷郵便局 広島県呉市広大新開３－２－１９
156 青崎東郵便局 広島県安芸郡府中町青崎東１９－４９－２４
157 高田郵便局 広島県江田島市能美町高田３４２６－５
158 呉宮原七郵便局 広島県呉市宮原７丁目３－１７
159 広島牛田新町郵便局 広島県広島市東区牛田新町３丁目２－２１
160 広島光郵便局 広島県広島市東区光町２丁目７－２
161 呉桜ケ丘郵便局 広島県呉市焼山桜ヶ丘１－３－１２
162 広島可部南郵便局 広島県広島市安佐北区可部南２－１３－２０－５
163 八本松東郵便局 広島県東広島市八本松東３丁目１－２３
164 西辻郵便局 広島県安芸郡府中町大須３丁目２－１３
165 広島戸坂新町郵便局 広島県広島市東区戸坂新町１丁目５－１
166 熊野西郵便局 広島県安芸郡熊野町貴船９－１１
167 広島上温品郵便局 広島県広島市東区上温品２丁目１－７
168 広島くるめ木郵便局 広島県広島市東区戸坂くるめ木１丁目１－３１
169 高陽岩上郵便局 広島県広島市安佐北区口田４－２３－６



NO 施設名称 住所

広島県中部エリア内施設所在地一覧表
日本郵便株式会社　中国支社

170 海田中店郵便局 広島県安芸郡海田町中店９－３４
171 広島鶴江郵便局 広島県広島市東区温品２丁目１９－８
172 広島山根町郵便局 広島県広島市東区山根町１６－１７
173 呉広大新開郵便局 広島県呉市広中町１１－１９
174 海田三迫郵便局 広島県安芸郡海田町三迫１丁目３－４
175 広島中深川郵便局 広島県広島市安佐北区深川６丁目３－３３
176 呉泉ケ丘郵便局 広島県呉市焼山泉ケ丘１丁目９－９
177 八本松駅前郵便局 広島県東広島市八本松町飯田１１５４０
178 広島馬木郵便局 広島県広島市東区馬木２－５４１－５
179 広島高陽金平郵便局 広島県広島市安佐北区落合３丁目８－４３－２
180 広島牛田本町五郵便局 広島県広島市東区牛田本町５丁目３－１
181 広島中野東郵便局 広島県広島市安芸区中野５丁目９－１８
182 広島倉掛郵便局 広島県広島市安佐北区倉掛３丁目３９－１０
183 広島矢野東郵便局 広島県広島市安芸区矢野西７丁目２－２
184 広島大学内郵便局 広島県東広島市鏡山１丁目１－３
185 広島南原口郵便局 広島県広島市安佐北区可部９丁目３９－８
186 西高屋駅前郵便局 広島県東広島市高屋町中島４５６－５
187 広島牛田早稲田団地郵便局 広島県広島市東区牛田東４丁目１５－１
188 サイエンスパーク前郵便局 広島県東広島市鏡山３丁目６－２
189 黒瀬楢原郵便局 広島県東広島市黒瀬町楢原１６８４－１
190 広島牛田南１丁目北社宅 広島県広島市東区牛田南１－１－１
191 広島牛田新町３丁目東社宅 広島県広島市東区牛田新町３－２９－５
192 広島牛田新町３丁目南社宅 広島県広島市東区牛田新町３－３１－１
193 広島牛田新町３丁目北社宅 広島県広島市東区牛田新町３－３１－２



別紙４ 

 

 

件  名 広島県中部エリアにおける日本郵便(株)施設の小規模修繕工事等受注者の募集 

 

所 在 地 別紙１、別紙２及び別紙３のとおり。 

 

対象期間 ２０２５年１０月１日から２０２７年９月３０日までの２年間 

 

内  容 郵便局等施設の修繕工事等を実施する請負者を、期間を定めてあらかじめ選定するもの 

 

１ 対象施設 

郵便局      １９７局（支社、研修センター含む。) 

社 宅      ４社宅（棟数）  ６４戸 

当該工事契約は、原則としてＢＰＯセンターで実施する。 

ただし、別に通知するまでの間は、請負金額１００万円（税抜き）超から２００万円（税抜き）以下

までの工事契約はＪＰＡＥ支社で行う。 

また、支社及び研修センターの修繕工事の契約は、それぞれで実施する。 

 

２ 対象工事の補足 

(1) 日本郵便(株)から修繕工事等の見積依頼があった場合は、２００万円（税抜き）を超える金額にな

る場合であっても、下見積書の提出を行うこと。 

(2)見積書に割増額を記載する場合は、夜間早朝割増料金、深夜割増料金、休日割増料金を建築、電気

設備、空気調和衛生設備の各内訳に計上すること。 

(3) 上記(1)に該当する修繕工事等を行う場合は、日本郵便(株)中国支社で別途工事の発注を行う。な

お、当該工事の発注を一般競争入札で実施する場合、事前指名期間中であっても、当該工事の要件を

満たす場合は、その工事の入札に参加することができる。 

(4) 年末年始仮設建物及び別に定める専門工事等は、本件工事対象から除き、専門業者及び別業者に依

頼する。専門工事は、【別紙４－１】のとおり。 

 

３ 修繕工事等が発生した場合の手続 

(1)通常の場合（一般修繕工事） 

ア 郵便局、社宅等で修繕工事等を実施する必要が生じた場合、当該施設担当者等（注１）から工事

概要等を事前指名者あて連絡し、見積書の作成依頼を行う。 

イ 当該施設担当者等から見積書提出の依頼があった場合は、２営業日以内（注２）に当該施設担当 

者等へ連絡をして速やかに調査日を決定し、現地調査日の翌日から起算して８営業日以内（注２） 

に原則、電子メールにより当該施設担当者等に見積書を提出すること。（注３）（災害工事の対応や 

材料供給不足の場合、特殊工事、メーカー等から見積書の提出を必要とする場合等を除く。） 

なお、工事内容に製作物など特注品が含まれ、上記期限までに提出できないと想定されるに場 

合は、速やかにその旨を当該施設担当者等に申し出ること。 

ウ 設備工事等で自社対応が難しい場合は、工事概要を良く聞き取り、協力会社へ連絡し、速やかに

見積書を提出すること。協力会社が調査を行う場合は、当該施設に対して協力会社名、調査担当者

事前指名条件書 



名を当該施設に連絡するとともに、下見積書の内容が依頼された工事内容と相違していないことを

確認すること。 

エ 提出された見積書等は、ＪＰＡＥ支社又は日本郵政建築(株)営繕サポートデスク（以下、「営繕

サポートデスク」という。）で工事内容、金額等を審査する。 

オ 審査終了後、ＢＰＯセンターは、事前指名者と価格の決定を行った上、工事請負請書の提出と工

事の施工を依頼する。 

  なお、工事契約後、２営業日以内に郵便局等へ連絡を行う。 

カ 工事完成後、当該施設担当者に「完成届・検査調書・引渡書」（以下、「工事完成書類」とい

う。）を提出し、直ちに完成検査を受ける。工事完成に伴う書類等は、完成検査時に提出し、完成

検査合格後、ＢＰＯセンターから送付される請負代金請求書発行依頼受領後、請負代金請求書を速

やかにＢＰＯセンターへ提出する。 

(2) 緊急の場合（緊急工事） 

工事内容が緊急駆付けを要するものである場合（対象工事内容は【別紙４－１】によるものとし、

以下「緊急工事」という）、次のアからオのとおり対応すること。 

ア 緊急工事を実施する必要が生じた場合、平日の９時から１８時はＢＰＯセンターから依頼をする

が、夜間、休祝日等の場合は、当該施設から事前指名者へ直接工事を依頼する場合がある。 

イ 緊急工事の対応依頼があった場合で、平日の８時から１８時に受付けたものは、対象施設におお

むね３時間以内に到着し対応すること。それ以外の時間帯で受け付けたものは、可能な範囲で早期

に対応するものとする。 

なお、この場合の対応は協力会社でも可とする。 

ウ 緊急工事の対応依頼を受諾後、工事請負請書（請負金額未記入）をＢＰＯセンターに提出する。 

 請負代金額は、後日、見積り合せで決定する。 

エ 工事完成後、直ちに当該施設担当者に工事完成書類を提出し報告を行うとともに、完成検査を受

ける。完成検査合格後は直ちに工事完成に伴う書類等を提出する。 

オ 工事中若しくは工事完成日の翌日から起算して８営業日以内（注２）に原則、電子メールにより

見積書を当該施設担当者等へ提出する。ＪＰＡＥ支社又は営繕サポートデスクで見積書の内容、金

額等を審査後、ＢＰＯセンターと価格の決定を行い、請負代金請求書を速やかに提出する。 

(3) 電子契約について  

    本工事の契約は、原則として電子契約システムを使用して締結する。 

電子契約システムの使用については以下による。 

ア 電子契約システムは日本郵便(株)が指定する方式とする。 

イ 電子契約システムに伴う費用（システム利用料）は日本郵便(株)が負担する。 

ただし、システム利用のための通信費用はそれぞれが負担する。 

ウ 事前指名者への登録が決定した場合には、あらかじめ会社情報確認書（別紙４－５）を提出すること。 

エ 合理的な理由がある場合に限り、従来の書面による契約書類の手続きも可とする。 

 

（注１）：「当該施設担当者等」（以下の組織の社員） 

    【日本郵便(株)郵便局、支社】、【ＢＰＯセンター】、【日本郵便(株)が委託をした日本 

    郵便オフィスサポート㈱ＪＰ社宅センター（以下、「ＪＰ社宅センター」という。）】 

    【ＪＰＡＥ支社、営繕サポートデスク】 

（注２）：以下の日は営業日に含めない。 

       ・土曜日、日曜日及び祝日 



      ・年末年始期間（１２月２９日～１月３日） 

・お盆期間（７～８月の期間で事前報告された日（３日間）ただし、土日は含まない。） 

（注３）但し、郵送を希望された場合は郵送で対応すること。 

 

４ 指名の取消し 

(1) 指名期間中に日本郵政グループ各社から競争参加（指名）停止を受けた場合には、指名を取り消 

す。 

(2) 指名期間中に評価点数又は評価累計点数に一定の大きな減点があった場合は、指名を取り消す。 

(3) 募集の条件等が遵守されない場合、工事関係書類（見積書・工事完成書類等）の提出の遅れ又は工

事の対応不備等の問題点が生じた場合は、事前指名者の資格を取り消すことがある。【別紙４－２】 

(4) 指名期間中に契約の履行状況が著しく不良と認められる場合や、経営状態が著しく不安定であると

判断される（取引停止の事実等、賃金不払い等による労働基準監督署からの通報があり改善がない

等）場合は、指名を取り消すことがある。 

 

５ 業務の評価 

(1)ＪＰＡＥ支社に設置される事前指名者評価委員会において、事前指名者の業務状況を四半期ごとに 

年間４回【別紙４－３】により評価する。 

なお、指名初年度のみ１０月期、１１月期の評価を行う。 

(2)評価の結果、業務状況に不備等が確認された場合は、以下の指導、処分を行う。 

ア 当月の評価点数又は評価累計点数が一定の減点以下に達した事前指名者は文書注意とし、 

改善計画書の提出を求める。なお、２度の文書注意を受けた者は指名を取消す。 

イ 当月の評価点数又は評価累計点数が上記(2)アを超えた一定の減点以下に達した事前指名者は指名

を取消す。ただし、２０２５年１０月期、１１月期は文書注意のみとする。 

ウ 上記によらず、業務状況に不備等が確認された場合は、ただちに事前指名者評価委員会を開催し文

書注意等を行う。 

(3)２０２７年３月期までの１年半の評価累計点数が一定の評価点以上の優秀な事前指名者は、継続を辞退

しない限り、日本郵便(株)から通知した場合には１年間継続できることとする。また、翌年３月期まで一

定の評価により、同様に日本郵便(株)から通知した場合には、さらに１年間の最大２年間継続できるこ

ととする。ただし、４月期以降の履行状況が不良と判断した場合は、継続を認めない。 

なお、継続の希望又は辞退の意向について、４月末までにＪＰＡＥ支社宛に書面で提出すること。 

(4)上記(3)により指名継続となる者においては、最新の経審結果通知書の提出による経営状態の確認及び、

労務単価、諸経費率、標準工事価格の協議を行うとともに反社チェックを実施する。 

(5)事前指名期間における評価内容を総合的に判断した結果、芳しくないと評価した事前指名者は、継続及

び次期応募への参加を認めない場合があるほか、次期応募時の審査において減点の対象となることがあ

る。また、評価内容が特に優れる場合及び災害復旧への協力等で日本郵便(株)への貢献が顕著な場合に

は、次期応募時の審査において加点の対象となることがある。 

(6) 郵便局等へアンケート調査を行い、アンケートによる結果を評価項目に加える場合がある。 

 

６ 見積書提出及び完成時の提出書類等 

(1) 見積書提出時には、工事箇所等が判る図面（簡易な図面可）、写真を添付する。 

(2) 当該施設担当者の工事完成の立会いを受けられない場合は、工事の完成を証明できる日付が入った

記録写真及び完成写真を日本郵便(株)に提出する。 



なお、記録写真及び完成写真は、工事内容のすべてを網羅して提出する。 

また、複数部屋を修繕する場合は、すべての部屋の写真を提出する。 

(3) 現況図の確認を求められた場合は速やかに応じること。 

(4) 工事完成検査合格後、速やかに請負代金請求書を提出すること。 

提出する書類は、必ず提出日を記入すること。 

 

７ その他 

(1) 年末年始仮設建物及び別に定める専門工事等の場合は、指名期間中であっても、工事を依頼しない

ことがある。 

なお、一部の工事については、日本郵便(株)の判断により指名期間中であっても、他の請負者に依

頼することがある。 

２０２５年１０月１日以降で、現在の事前指名者が２０２５年９月３０日までに見積書を提出して

いる工事は、経過措置として現在の事前指名者と契約することがある。 

(2) 会社の住所及び連絡先（緊急連絡先含む。）をＪＰＡＥ支社へ２０２５年９月５日（金）までに 

報告すること。 
(3) 電気設備、空気調和設備、衛生設備工事の協力会社を一覧に取りまとめ、連絡体制（緊急時の体制

も含む。）を２０２５年９月１０日（水）までに書面にて提出すること。 

(4) 工事の都度提出される見積書の労務単価、諸経費率は、当初に提出された技術資料の労務単価、経

費率を上限とする。 

見積書に割増額を計上する場合は、当該時間帯に作業した人工分を対象とする夜間早朝割増料金

（労務単価の 25％）、深夜割増料金（労務単価の 25%）、休日割増料金(労務単価の 35%)を建築、電気

設備、空気調和衛生設備の各内訳に計上すること。事前指名体制費（注４）を諸経費とは別に計上す

ること。直接工事費への計上は認めない。 

また、標準工事価格に設定された工事内容と実際の工事内容が単一工事として一致する場合は、見

積書の総額（直接工事費及び諸経費等を含めた一式の総額）は、当初に提出された技術資料の標準工

事価格を上限とする。 

なお、標準工事と類似する工事の見積書は、標準工事の価格を考慮したものとすること。 

(5) 提出された下見積書に疑義がある場合には、他の者に見積りを依頼し、契約することがある。 

(6) 本指名により生ずる権利又は義務は、第三者に譲渡又は継承してはならない。 

ただし、あらかじめ日本郵便(株)の承諾を得た場合は、この限りではない。 

(7)一般修繕工事の見積依頼や緊急工事の対応依頼等があった場合は、依頼元と対応する日時等の調整

を行い、その記録を残すこと。 

また、当該施設担当者とは常時連絡を取り、状況報告をするとともに、契約締結後、当該施設担当

者と工事の実施日程等について調整すること。 

(8) 対象施設から見積書提出、工事の依頼があった場合は、見積書・工事受注一覧表【別紙４－４】に

より取りまとめ、翌月１０日までにＪＰＡＥ支社に電子メールにより提出すること。 

(9) 見積書の提出、工事の実施、完成時の書類提出等、常に業務の進捗状況を把握し、自社にて期限を

遵守するよう管理すること。 

(10) 請負代金は、適正な請負代金請求書を受領後、３０日以内に支払う。 

(11) 技術資料に記載の住所、連絡先及び担当者が変更になる場合は、３０日前までにＪＰＡＥ支社に

連絡すること。 

(12) 事前指名者に対し、３ヶ月前に通知をすることをもって事前指名を取止めることがある。 



(13) 自然災害等による被害の対応において、対応可能な状況にある場合は、自社が担当するエリアの

みならず、周辺エリアの施設についても可能な範囲で応急措置及び復旧工事に協力すること。 

(14) 指名期間中に見積書の依頼元や提出方法等について変更することがある。 

(15) 事前指名を辞退する場合は、辞退となる日の３ヶ月前迄に申し出ること。 

 

（注４）事前指名体制費とは、年間を通じて事前指名条件書の条件（工事以外）を実施するために必

要な費用。（通年24時間（土曜日、日曜日及び祝日を含む）工事の受付体制、指定書類の作成・

提出に掛かる費用等）。算出方法は、直接工事費に対する率で計上すること。 

 
８ 社宅 

(1) 社宅の管理運営事務は、修繕関係事務を含めてＪＰ社宅センターに全てを外部委託して実施してい

ることから、ＪＰ社宅センターからの各種照会、確認、依頼等に対して速やかに対応すること。 

(2) 工事の見積り、調査依頼があった場合は、ＪＰ社宅センターで入居者等の日程調整を行うので、Ｊ

Ｐ社宅センターが指定した日時（現地調査日）に現地立会いを行うこと。 

なお、工事を早期に完成させるため、ＪＰ社宅センターから工事箇所に応じた業種の連絡があるの

で、自社のみでの対応が難しい場合は、協力会社等へ連絡し、当該工事を行うに必要な者を同行させ

ること。 

また、一般修繕工事、緊急工事及び入居前修繕工事（注５）の見積書は、前記３に限らず、原則と

して、現地調査日（緊急工事の場合は現地立会日）の翌日から起算して８営業日以内（注６）に提出

すること（ただし、特殊工事及びメーカー等からの見積書の提出を必要とする場合は、この限りでは

ない。その場合には、ＪＰ社宅センターにその旨事前に連絡すること）。 

(3) 消費生活用製品安全法の長期使用製品安全点検制度の対象製品（風呂釜等）を設置した場合は、登

録用記入用紙に必ず製品の所在場所を記入後、ＪＰ社宅センターに郵送すること。 

(4) 事前指名者は工事完成後、提出する完成書類とは別に、ＪＰ社宅センターに「工事完了報告書」を

直ちに提出する。 

(5) 修繕依頼書の発出及び進捗管理、見積書及び資料の提出等を円滑かつ確実に行うため、ＪＰ社宅管

理システム導入について、ＪＰ社宅センターと協議を行うこと。 

   

（注５）入居前修繕工事とは、天井、木枠等の塗装、壁紙クロスの張替、網戸、畳表替等の入居前に 

必要な修繕工事。 

（注６）：以下の日は営業日に含めない。 

    ・土曜日、日曜日及び祝日 

     ・年末年始期間（１２月２９日～１月３日） 

・お盆期間（７～８月の期間で事前報告された日（３日間）ただし、土日は含まない。）   



【別紙４－１】 

専門工事 

(1) 専門工事は、各メーカーの仕様の違いや専用の部品を使用している場合が多く、メーカー、保守会社、

専門工事会社等で工事を実施する必要がある。また法規制等により、取扱業者が決められている場合があ

る。 

(2) 専門工事の中には、年間保守点検委託を行っている設備等が含まれているので、委託を行っているもの

については、事前指名者で実施する工事の対象外とする。 

 

専門工事 

建  築 電  気 空気調和・衛生・機械 備 考 

・自動ドア ・消防用諸設備（感知器等） 

・防犯機器（通報装置） 

・交換機・電話 

・セキュリティ設備（防犯カメ

ラ・カードリーダー・人感セン

サー等） 

・ケーブルテレビ設備 

・エレベーター 

・小荷物専用昇降機 

・油圧リフト 

・郵便関係区分機設備類 

・空気調和設備のうち熱源機器 

・気送管 

・浄化槽 

・ガス設備（配管等） 

・消防用設備 

・機械式駐車場設備 

 

 

緊急工事 

(1) 緊急工事は、災害や不測の事態などにより、施設を維持管理する上で不具合な事象が起き、早急に応急

的な修繕作業等を行う必要がある場合で、原則として下表に掲げる事象を対象とするが、それ以外でも安

全上、防犯上及び業務への支障上、真に緊急対応が必要な工事を含むものとする。 

 

緊急工事の事例 

分 類 事 象 備 考 

安全上必要な工事 ・部材の落下、倒壊など（外壁タイルの浮き、剥落、屋根 

部材、壁付サインの落下、独立型サインの倒壊など） 

・ガス漏れ、油漏れ、漏電など 

 

防犯上必要な工事 ・出入口建具、シャッター等の開閉・施錠不良など 

・ガラス窓の破損など 

 

業務支障上必要な

工事 

・雨漏り、漏水、排水詰まり、給水停止など 

・施設全般に及ぶ停電など 

 

   



【別紙４－２】 

 

事前指名者の取り消し 

 

履行状況が著しく不良と認められる又は募集の条件等が遵守されない場合等の事例 

 

(1) 調査及び見積書提出を拒否した場合。（地域災害等の特殊要因を除く）。 

(2) 修繕工事の見積書提出、工事完成書類等が連絡及び理由も無く遅い場合。 

(3) 緊急依頼に対応できない場合。緊急工事依頼に対し、調査及び工事対応が遅い場合。 

（特殊工事、地域災害等の特殊要因を除く）。 

(4) 当該施設への連絡の不備及び見積書・受注一覧表【別紙４－４】の報告の遅れ等が常時発生している場合。 

(5) 担当技術者及び担当者数について、提出された技術資料に虚偽の記載があった場合。 

(6) 下見積書の内容が市場単価と比較して著しく高額な場合。 

(7) 下見積書の各職種労務単価及び諸経費、標準工事価格等が、技術資料と相違がある場合。（特殊工事及び

緊急工事等は除く。又は社会情勢等で経済状況等が変化した場合は除く）。 

(8) 事前指名後、応募資格要件を満たさないことが判明した場合。 

(9) 当該施設から工事内容に係る苦情が頻繁にあった場合。 

(10) ＪＰＡＥ支社に設置される事前指名評価委員会において、上記(1)から(9)について評価を行い、履行状

況が不良と判断した場合。 

(11) 事前指名者の怠慢、重大な過失により、事前指名条件書に指定された期間内に当該工事が完成できなか

った場合。   



【別紙４－３】 

事前指名者の業務状況に関する評価ガイドライン（第 四半期分） 

 （四半期ごとに年間 4回実施） 

     注：評価は事前指名者毎に行う。 

種別 評価項目  評価基準 点数 評価 

対
応
模
様
［
フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
等
に
確
認
］ 

緊急対応を依頼された場合は○時間以内に現

地へ出向き、緊急措置を講ずる 

□ 

□ 

□ 

□ 

基準時間内に緊急措置まで実施 

基準時間は超過したが、緊急措置まで実施 

翌日以降の対応となった 

初動を行わなかった 

－ 

減点 

減点 

減点 

 

現地調査を要請された場合は、指定された日

時に実施する 

□ 

□ 

□ 

□ 

指定された日時に現地で調査を実施 

指定された日時をリスケした上で実施 

２営業日以内に連絡をしていない 

調査を行わなかった 

－ 

減点 

減点 

減点 

 

工事契約後、郵便局等へ連絡を行う 
□ 

□ 

２営業日以内に連絡をしている 

２営業日以内に連絡をしていない 

－ 

減点 

 

工事の契約・支払に必要な書類を適時提出す

る 

□ 

□ 

□ 

必要な書類を遅滞なく適時提出 

必要書類の不備又は提出の遅延 

必要書類の未提出 

－ 

減点 

減点 

 

その他応対模様（事故を含む） 

□ 

□ 

□ 

□  

称賛に値する情報提供があった 

打合せ内容が適正に遵守された 

打合せ内容が遵守されず、指摘して初めて是正 

不備事項を指摘しても、是正されない 

加点 

－ 

減点 

減点 

 

提
出
期
限
等
［
Ｊ
Ｐ
Ａ
Ｅ
支
社
の
調
査
に
よ
る
］ 

見積り総数（一般修繕工事と緊急工事の総

数） 
□ 起算日から４営業日以内に３０％以上の見積を提出 加点  

一般修繕工事（社宅の入居前修繕工事を含

む）の見積書は現地調査日の翌日から起算し

て８営業日以内に提出する 

（注） 別に定めるやむを得ない理由によるも

のを除く。 

□ 

□ 

□ 

□ 

起算日から８営業日以内（提出期限）に提出 

９日までの遅延で提出［遅延の事前通知あり］ 

１ヶ月までの遅延［遅延の事前通知あり］ 

遅延の事前通知なし 又は １ヶ月超の遅延 

－ 

減点 

減点 

減点 

 

社宅以外の緊急修繕の見積書は工事実施日の

翌日から起算して８営業日以内に提出する。 

（注） 別に定めるやむを得ない理由によるも

のを除く。 

□ 

□ 

□ 

□ 

起算日から８営業日以内（提出期限）に提出 

９日までの遅延[遅延の事前通知あり] 

１ヶ月までの遅延[遅延の事前通知あり] 

１ヶ月超の遅延 

－ 

減点 

減点 

減点 

 

社宅の緊急修繕の見積書は、現地立会日の翌

日から起算して８営業日以内に提出する。 

（注） 別に定めるやむを得ない理由によるも

のを除く。 

□ 

□ 

□ 

□ 

起算日から８営業日以内（提出期限）に提出 

９日までの遅延[遅延の事前通知あり] 

１ヶ月までの遅延[遅延の事前通知あり] 

１ヶ月超の遅延 

－ 

減点 

減点 

減点 

 

工事完成書類は工事完成後、直ちに提出する 

（注）工事完成の日：工事完成書類に記載す

る工事完成年月日 

□ 

□ 

□ 

□ 

工事完成後、直ちに提出 

軽微な遅延[遅延の事前通知あり] 

著しい遅延[遅延の事前通知あり] 

非常に著しい遅延[遅延の事前通知あり] 

－ 

減点 

減点 

減点 

 

「事前指名 見積書・工事受注一覧表」を、

翌月１０日までに提出する。 

□ 

□ 

□ 

一覧表を遅滞なく適切に提出 

１０日を超え、記載内容の不備が散見 

未提出 

－ 

減点 

減点 

 

現地調査を要請された場合は、指定された日

時に実施する 

□ 

□ 

□ 

□ 

指定された日時に現地で調査を実施 

指定された日時をリスケした上で実施 

２営業日以内に連絡をしていない 

調査を行わなかった 

－ 

減点 

減点 

減点 

 

工事契約後、郵便局等へ連絡を行う 
□ 

□ 

２営業日以内に連絡をしている 

２営業日以内に連絡をしていない 

－ 

減点 

 

見
積
書
の
内
容 

［
委
託
先
の
評
価
］ 

労務単価は事前に申請した単価以下で計上 

 

□ 

□ 

申請単価以下で適正に計上 

申請単価を超えて計上 

－ 

減点 
 

経費率は事前に申請した率以下で計上 

 

□ 

□ 

申請した率以下で適正に計上 

申請した率を超えて計上 

－ 

減点 
 

標準工事単価は事前に申請した金額以下で計 
□ 

□ 

申請した金額以下で適正に計上 

申請した金額を超えて計上 

－ 

減点 
 

モデル工事（※）で調整した内容を反映して

計上 

□ 

□ 

□ 

モデル工事で摺り合せた内容に準じて適正な見積 

モデル工事の該当見積なし 

モデル工事で摺り合せた内容を逸脱して見積 

－ 

－ 

減点 

 

見積書の内容について、適正に計上 

□ 

□ 

□ 

見積書の内容について適正に計上 

実数量との差異が著しく、虚偽の数量を計上 

市場価格等と比較、著しく高額な単価を計上 

－ 

減点 

減点 

 

 支社による調整点数  
【理由】 

  

 当月の評価点数  計   



前月までの評価累計点数  計   

当月までの評価累計点数  合計   

指
導
処
分 

評価点数又は 

評価累計点数 
一定の減点 ⇒ 

文書注意＋改善計画書の提出を求める 

指名取消しの予告 
  

評価点数又は 

評価累計点数 
一定の大きな減点 ⇒ 指名の取消し   

（※）モデル工事：頻度が高く定型的な修繕工事とし、事前に単価、数量、人工を事前指名者とすり合わせを行ったもの。 

例：社宅入居前、ファンコイル補修、パッケージエアコン修繕、照明器具、自動ドア修繕 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
【別紙 ４－４】 

  

注：契約、工事が未完成の場合も報告し、工事の完成月に改めて報告すること。 

 

 

 

 
事前指名 見積書・工事受注一覧表 

     ○○県 ○○ｴﾘｱ  ○○会社         2025 年○月○日現在 

整理 

番号 

依頼状況 

 

（見積書作

成・ 

現地調査・ 

工事契約・ 

工事完成・ 

終了） 

営繕サ

ポート管

理番号 

識別番

号 

対応の 

種別 

依頼連絡受

付日 

郵便局等 
連絡日 

区分 施設名称 依頼者 工事内容 

指定を受け

た 

最終調査日 

最終調査 

実施完了日 

見積書 

提出日 
工事契約日 

郵便局等 

連絡日 
工事開始日 工事完成日 契約金額 

完成書類 

提出日 

依頼日又は指定された調査日の翌日から７日を越え

た事情 

営 繕

SD から

通知の 7

桁番号。

郵 便 局

等 か ら

依 頼 さ

れ た 場

合 は 入

力 不 要

です。 

見積書 

発行番 

（各行、

年間を

通じて

付定し

てくださ

い。） 

緊急先

行・一般

対応の

種別 

（緊急と

は、緊急

工事とし

て対応

を依頼さ

れたも

の） 

口頭で先行

調査依頼を

受けた場合

でもその日

が依頼日と

なります。 

郵便局等へ

連絡した日

を入力して

ください 

郵便事業 

郵便局 

社宅 

※郵便事

業の社宅

は郵便事

業としま

す 

例 

▲郵便局 

○○社宅 

所属

/ 

役職 

氏名 
簡潔に記

入 

・日付以外は書込不可。ｺﾒﾝﾄがあれば事情等の欄に記入。 

 

 

郵便局等へ

連絡した日

を入力して

ください 

  
消費税込 

(円) 

 ・日付以外

は書込不

可。ｺﾒﾝﾄが

あれば事情

等の欄に記

入。 

以下の分類(分類は不要)の根拠としますので具体的

な日付を記入する等、明確に記入してください。遅延

以外の特別な事情も記入してください。 

0：期限内に提出したとみなせるもの 

1：特殊部品、製品等の納期、金額確定に時間を要し

ての遅れ 

2：漏水、排水不良等の原因特定、施工後の確認に時

間を要しての遅れ 

3：遅延理由として認められないもの 

4：依頼取り消し、保留等 

1 見積作成中 1234567 15-0001 一般 2025/10/1 2025/10/2 郵便事業 ○○郵便局  ○○ ○○ ○○工事 2025/10/2 2025/10/2 2025/10/6 2025/10/7 2025/10/8 2025/10/9 2025/10/10 500,000 2025/10/１４   

2 調査完了 2345678 15-0002 一般 2025/10/1 2025/10/2 郵便事業 ○○郵便局  ○○ ○○ ○○工事 2025/10/2 

2025/10/2 2025/10/6 2025/10/7 2025/10/8 2025/10/9 2025/10/1

0 

500,000 2025/10/１４ 

  

3 見積書提出 3456789 15-0003 一般 2025/10/1 2025/10/2 郵便局 ▲郵便局  ○○ ○○ ○○工事 2025/10/2 2025/10/2 2025/10/6 2025/10/7 2025/10/8 2025/10/9 2025/10/10 500,000 2025/10/１４   

4 工事契約 4567890 15-0004 一般 2025/10/1 2025/10/2 郵便局 ▲郵便局  ○○ ○○ ○○工事 2025/10/2 2025/10/2 2025/10/6 2025/10/7 2025/10/8 2025/10/9 2025/10/10 500,000 2025/10/１４   

5 工事契約 5678901 15-0005 一般 2025/10/1 2025/10/2 郵便事業 ○○郵便局  ○○ ○○ ○○工事 2025/10/2 2025/10/2 2025/10/6 2025/10/7 2025/10/8 2025/10/9 2025/10/10 500,000 2025/10/１４   

6 工事完成 6789012 15-0006 一般 2025/10/1 2025/10/2 郵便事業 ○○郵便局  ○○ ○○ ○○工事 2025/10/2 2025/10/2 2025/10/6 2025/10/7 2025/10/8 2025/10/9 2025/10/10 500,000 2025/10/１４   

7 工事完成 7890123 15-0007 一般 2025/10/1 2025/10/2 郵便局 ▲郵便局  ○○ ○○ ○○工事 2025/10/2 2025/10/2 2025/10/6 2025/10/7 2025/10/8 2025/10/9 2025/10/10 500,000 2025/10/１４   

8 工事完成 8901234 15-0008 一般 2025/10/1 2025/10/2 郵便局 ▲郵便局  ○○ ○○ ○○工事 2025/10/2 2025/10/2 2025/10/6 2025/10/7 2025/10/8 2025/10/9 2025/10/10 500,000 2025/10/１４   

9                                

10                                       

※日本郵政建築㈱中四国支社から交付された書式を使用すること。 

※日本郵政建築㈱中四国支社に毎月データを提出すること。 



 


